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平 成 2 5 年 3 月 2 2 日公表 

平 成 2 5 年 1 0 月 2 日修正 

 水 管 理 ・ 国 土 保 全 局  

 

平成 23 年の水害被害額について 

※1 東日本大震災に伴う津波被害額については集計中であり、取りまとめ次第公表予定。 

※2 平成 24 年 9 月 11 日に暫定値として公表したものについて、各種資産評価単価等を更新して確報値

として公表するもの。 
※3 過去 10 カ年に発生した台風・豪雨のうち、被害額が 1,000 億円以上のものを対象。 

 平成 23 年の水害被害額（東日本大震災に伴う津波による被害を除く※1）について取

りまとめましたので、その結果を公表※２します。 

【被害の特徴等】 

◆水害被害額は、全国で約 7 千 3 百億円（過去 10 カ年で 2 番目） 

◆被災建物棟数は、全国で約 6 万 6 千棟（過去 10 カ年で 2 番目） 

◆初めて、集計値だけでなく被害の特徴について分析を実施 

◆主要な水害の被害状況 

○新潟・福島豪雨（水害被害額：約 1,600 億円） 

・公益事業等被害額の割合が過去 10 カ年で最大 

・平成 16 年豪雨を契機に集中的に大規模改修を実施した信濃川水系では、当該豪

雨を上回る降雨であったにも関わらず、被害額は約 9 割減少 

○台風 12 号（水害被害額：約 3,200 億円。過去 10 カ年で 4 番目） 

・熊野川では観測史上最高の水位（痕跡水位） 

・深層崩壊が多数発生、崩壊土砂量は合わせて約 1 億㎥ 

○台風 15 号（水害被害額：約 1,300 億円） 

・全国の 40 都道府県で被害が発生 （過去 10 カ年で最多※３） 

・平成 10 年洪水を契機に集中的に大規模改修を実施した阿武隈川水系（福島県内）

では、当該洪水と同規模の降雨であったにも関わらず、被害額は約 6 割減少 

◆都道府県別の被害額 

○1 位 和歌山県（約 1,600 億円） 

○2 位 新潟県（約 1,200 億円） 

○3 位 三重県（約 600 億円） 

【 問い合わせ先 】 
水管理・国土保全局 河川計画課 河川経済調査官 山 田 （内線：３５３１２） 

                  経 済 係 長 猿 渡 （内線：３５３２５） 

  電 話 03-5253-8111 ／ 直 通 03-5253-8445 ／ Ｆ Ａ Ｘ 03-5253-1602 
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１． 水害被害額（津波被害額を含まない。） 

約 7 千 3 百億円 

〔 内 訳 〕 

・一般資産等被害額   322,747 百万円（構成比 44.3％） 

・公共土木施設被害額  371,954 百万円（構成比 51.0％） 

・公益事業等被害額    33,980 百万円（構成比 4.7％） 

計      728,682 百万円 
 

注）被害額には、人的損失、交通機関のストップなどによる波及被害、被災した企業の部品・製

品供給機能、本社機能等が損なわれることによる他地域の企業への影響等に係るものは含ま

れていない。 

 

２． 水害被害の概要（津波被害額を含まない。） 

（１）被災建物棟数   約 6 万 6 千棟 
 

〔内訳〕 ○全壊・流失  755 棟  ○半 壊     4,292 棟 

○床上浸水 20,210 棟  ○床下浸水 40,817 棟 

計   66,074 棟 

※うち地下部分が浸水した建物棟数は 88 棟 

 

（２）浸水区域面積    約 5 万 1 千 ha 

 

〔内訳〕 ○宅地・その他 24,328ha ○農 地 26,790ha  

計   51,118ha 

※うち地下の浸水区域面積は 10ha 

 

国土交通省では、水害（洪水、内水、高潮、津波、土石流、地すべり等）による被害額（建

物被害額等の直接的な物的被害額等）等を暦年単位で「水害統計」として取りまとめています。
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３．都道府県別水害被害額(津波被害額を含まない。) 

        

 

  都道府県名 水害被害額  都道府県名 水害被害額 

1 和歌山県 155,682 25 香川県 4,694 

2 新潟県 119,234 26 青森県 4,480 

3 三重県 62,752 27 宮崎県 3,900 

4 福島県 59,811 28 福井県 3,525 

5 兵庫県 59,467 29 熊本県 3,510 

6 奈良県 26,242 30 長野県 3,261 

7 岐阜県 24,041 31 島根県 2,903 

8 岡山県 23,482 32 京都府 2,875 

9 宮城県 18,233 33 千葉県 2,715 

10 鹿児島県 14,880 34 茨城県 2,712 

11 静岡県 11,264 35 埼玉県 2,482 

12 徳島県 10,125 36 長崎県 2,370 

13 愛知県 9,895 37 石川県 2,293 

14 高知県 9,714 38 山口県 1,702 

15 鳥取県 9,707 39 広島県 1,514 

16 愛媛県 8,701 40 大分県 1,514 

17 山梨県 8,552 41 富山県 1,121 

18 秋田県 7,982 42 沖縄県 617 

19 岩手県 7,776 43 神奈川県 603 

20 栃木県 7,384 44 滋賀県 459 

21 北海道 7,318 45 福岡県 351 

22 東京都 6,367 46 佐賀県 281 

23 山形県 5,229 47 大阪府 233 

24 群馬県 4,729 合  計 728,682
 

注）1.都道府県名は、被害額の大きさの順に並べている。 

2.四捨五入の関係で、内訳の合計と水害被害額が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）
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（参考）都道府県別水害被害額図 

     ※津波による水害被害額を除いた数値に基づき作成 

 
 

 

   凡   例 

  ５００～   億円 

  ５００～１００億円 

  １００～ ２０億円 

      ～ ２０億円 

 

 

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（参考）都道府県別水害被害額図 

  ※津波による水害被害額を除いた数値に基づき作成 
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４．新潟・福島豪雨による水害被害額等 
水 害 被 害 額 被 害 の 概 要 

160,055 百万円 

※7 月 24 日～8 月 1
日に生じた豪雨に

よる被害額。 

 

〔 内 訳 〕 

一般資産等被害額 

64,604 百万円 

公共土木施設被害 

74,126 百万円 

公益事業等被害額 

21,325 百万円 

 

○死傷者数 19 名（死者 4 名 行方不明者 2 名 負傷者 13 名 ） 

○被災建物棟数 14,998 棟  ○浸水面積 18,782ha 
【 気象概況 】 

・7月28日から30日にかけて、前線が朝鮮半島から北陸地方を通って関東の東に

かけて停滞し、前線に向かって暖かく非常に湿った空気が流れ込み、大気の状

態が不安定となって、新潟県と福島県会津を中心に「平成16年7月新潟・福島豪

雨」を上回る記録的な大雨となった。 

 

・7月27日21時から30日13時までの降水量は、新潟県三条市大江の笠堀観測所で

1,006ミリとなり7月の平年の月降水量の2倍以上となった。 

 

【 被害状況 】 

・本災害では、水害被害額（160,055百万円）に対して、公益事業等被害額（21,325
百万円）が約13％を占めており、過去10カ年平均（約1.6％）、過去10カ年に発

生した被害額が1,000億円以上の水害のうち公益事業等被害額が占める割合が

最大のもの（約2.5％）を抜き、最も大きい割合となっている。 

 

・電力については、新潟県、福島県で阿賀野川水系・信濃川水系に存する東

北電力の水力発電所合計29カ所（最大出力で合計133万kW）が被害を受け

運転を停止し、東北電力の全水力発電所における最大出力（242万kW）の過

半を超えるなど重大な被害となった。ダムゲート変形、取水口設備一部流

出、水車・発電機等の被害が発生し、復旧作業に時間を要している。（平成

25年9月時点においても6カ所が運転を停止している。） 

 

・鉄道については、ＪＲ只見線で3橋梁の橋桁流失、土砂崩壊など大規模な被

害を受けたものの、復旧した区間から順次運転再開している。 

 

・上水道については、新潟県、福島県で約5万戸が断水し、最大断水日数は68
日に上った。 

 

 

・信濃川本川下流、支川五十嵐川、支川刈谷田川では、「平成16年7月新潟・福島

豪雨」を契機に、集中的に大規模改修を実施したため、「平成23年7月新潟・福

島豪雨」は、「平成16年7月新潟・福島豪雨」を上回る記録的な大雨となったに

も関わらず、水害被害は減少している。 

・信濃川水系における平成16年7月豪雨と平成23年7月豪雨の比較 

項目 平成16年豪雨

(a) 

平成23年豪雨 

(b) 

 

b/a 

一般資産等被害額 150,230百万円 3,550百万円 0.02 
被災建物数 14,439棟 1,062棟 0.07 

流域平均2日雨量 

（帝石橋上流域） 

277.0mm 388.4mm 1.40 

※一般資産等被害額・被災建物数は、五十嵐川、刈谷田川、猿橋川、中之島川における数値

注）1.死傷者数は、「平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨 被害状況及び消防機関の活動状況等について」（消

防庁作成）の数値を使用。 

2.死傷者数は、台風による風害等を含む数値である。 
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５．台風 12 号による水害被害額等 
水 害 被 害 額 被 害 の 概 要 

319,125 百万円 

※8 月 30 日～9 月 7
日に生じた台風 12
号及び豪雨による被

害額。 

 

〔 内 訳 〕 

一般資産等被害額 

167,741 百万円 

  公土木施設被害 

142,393 百万円 

公益事業等被害額 

8,991 百万円 
 

 

○死傷者数 211 名（死者 82 名 行方不明者 16 名 負傷者 113 名 ）

○被災建物棟数 30,453 棟  ○浸水面積 18,219ha 
【 気象概況 】 

・8月30日に小笠原諸島付近で大型で強い台風となった台風12号は、9月3日10時
頃に高知県東部に上陸、18時過ぎに岡山県南部に再上陸した。その後、4日未明

に山陰沖に進み、5日15時に日本海中部で温帯低気圧に変わった。 

 

・台風12号は動きが遅く上陸後も大型の勢力を保っていたため、長時間台風周辺

の非常に湿った空気が流れ込み、西日本から北日本にかけて、広い範囲で記録

的な大雨となった。特に紀伊半島の三重県多気郡大台町宮川大杉大台ヶ原では、

降り始めからの総降水量は2,436ミリとなり、同地点における過去40年間の平均

年間雨量の約7割の雨が降った。 

 

【 被害状況 】 

・新宮川水系熊野川では、河川整備基本方針で定めた基本高水のピーク流量

（19,000㎥/s）を上回る出水が発生し、昭和12年からの水位観測史上最高の水

位（相賀地点痕跡水位）を記録するなど各地で浸水被害等が発生した。 

 

・水害被害額（319,125百万円）のうち、一般資産等被害額（167,741百万円）が

約53％を占めており、水害被害額に対する一般資産等被害額が占める割合の過

去10カ年平均（約43％）に比較して、大きいものとなっている。 

 

・被災建物棟数（30,453棟）に対する全壊流失・半壊棟数（3,867棟）が占める割

合が約13%となっており、過去10カ年平均（約5.0%）に比較して大きいものとな

っている。 

 

・鉄道については、ＪＲ紀勢線で橋梁が流失する被害が発生するなど、27事業者

82路線113区間で運転を休止し、全区間での運転再開は約3ヶ月後の12月3日に

なった。 

 

・文化財の被害については、水害統計において貨幣換算化して計上していないが、

文化庁によると、世界遺産に登録されている熊野那智大社の本殿の一部が土砂

で埋没したほか、那智の滝の滝つぼの変形、滝そばにある「斎場」の1/3が崩壊

するなど、68箇所の文化財が被災したとのことである。 

 

・土砂災害については、表土層だけでなく深層の地盤から大規模に崩壊する「深

層崩壊」が多発し、甚大な被害が生じた。奈良県、和歌山県内では17箇所で河

道閉塞（天然ダム）が確認され、うち5箇所については決壊した場合に甚大な二

次災害発生の危険性が高まったため、土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情

報等を参考に災害対策基本法第63条に基づく警戒区域が設定された（最大で4
地区151世帯が対象）。一部地域では平成24年2月8日まで住民の立ち入りが規制

されるなど、生活に著しい支障が生じた。 

なお、奈良県・和歌山県・三重県での崩壊土砂量は合わせて約1億㎥と推定さ

れており、当該地域においては崩壊土砂量が約2億㎥といわれている明治22年8
月の十津川水害に次ぐ大規模な土砂災害となった。 

注）1.死傷者数は、「平成 23 年台風第 12 号による被害状況及び消防機関の活動状況等について」（消防

庁作成）の数値を使用。 

2.死傷者数は、台風による風害等を含む数値である。 
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６．台風 15 号による水害被害額等 
水 害 被 害 額 被 害 の 概 要 

127,258 百万円 

※9月 15日～9月 23
日に生じた台風

15 号及び豪雨に

よる被害額。 

 

〔 内 訳 〕 

一般資産等被害額 

58,710 百万円 

公共土木施設被害 

66,261 百万円 

公益事業等被害額 

2,286 百万円 

 

 

○死傷者数 356 名（死者 18 名 行方不明者 1 名 負傷者 337 名 ） 

○被災建物棟数 12,002 棟  ○浸水面積 9,153ha 
【 気象概況 】 

・9月13日21時に日本の南海上で発生した台風15号は、21日14時頃に静岡県浜松

市付近に上陸し、強い勢力を保ったまま東海地方から関東地方、そして東北地

方を北東に進んだ。その後台風は、21日夜遅くに福島県沖に抜けた。 

 

・南大東島の西海上にしばらく留まり、湿った空気が長時間にわたって本州に流

れ込んだことと、上陸後も強い勢力を保ちながら北東に進んだことにより、西

日本から北日本にかけての広い範囲で、暴風や記録的な大雨となった。 

 

・9月15日0時から9月22日24時の総降水量は、九州や四国の一部で1,000ミリを超

え、多くの地点で総降水量が9月の降水量平年値の2倍を超えた。また、統計期

間が10年以上の観測地点のうち、最大72時間降水量で36地点が統計開始以来の

観測史上1位を更新した。 

 

【 被害状況 】 

・47都道府県中40都道府県で被害が発生するなど、西日本から北日本にかけての

広い範囲に被害が及んだ。また、過去10カ年に発生した被害額が1,000億円以上

の水害と比較しても、最も多くの都道府県で被害が発生したものとなっている。

 

・阿武隈川水系（福島県内）では、「平成10年8月洪水」を契機に集中的に大規模

改修を実施したため、「平成23年台風15号」は、「平成10年8月洪水」とほぼ同

規模の降雨であったにも関わらず、水害被害は減少している。 

・阿武隈川水系（福島県内）における平成10年8月洪水と平成23年台風15号の比較 

項目 平成10年8月洪水

(a) 

平成23年台風15号
(b) 

 

b/a 

一般資産等被害額 34,552百万円 12,426百万円 0.36 
被災建物数 3,652棟 1,528棟 0.42 

流域平均2日雨量

（福島地点上流流域）

216mm 218mm 1.01 

 

注）1.死傷者数は、「台風第 15 号による被害状況及び消防機関の活動状況等について」（消防庁作成）

の数値を使用。 

2.死傷者数は、台風による風害等を含む数値である。
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【 参考：水害統計調査の概要 】 
 

１ 調査対象水害 

  調査対象としている水害は次の事象であり、その規模の大小を問わない。 

 ① 河川に係る洪水、内水等 

 ② 海岸に係る高潮、津波等 

 ③ 降雨に起因する土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等 

 

２ 水害統計調査の概要 

  水害統計調査は、都道府県を通じて実施する次の３つの調査により構成している。 

 (１)一般資産水害統計調査 

 水害によって生じた一般資産の被害額等を把握するため、浸水深別被害建物棟数、被災世帯

数等を調査する。なお、一般資産とは、以下の資産を指す。 

① 建物 ② 家庭用品 ③ 事業所資産 ④ 農作物 等 

(２)公共土木施設水害統計調査 

  水害によって生じた公共土木施設の被害額等を把握するため、被災施設、災害復旧事業費等

を調査する。なお、公共土木施設とは、国土交通省所管の以下の施設を指す。 

 ① 河川 ② 海岸 ③ 砂防設備 ④ 道路 ⑤ 港湾 ⑥ 下水道 ⑦ 公園 等 

(３)公益事業等水害統計調査 

   水害によって生じた公益事業等の被害額等を把握するため、物的被害額、営業停止損失額等

を調査する。なお、公益事業等とは、以下の事業等を指す。 

① 鉄道事業 ② 水道事業 ③ 電力会社 ④ 電気通信事業者 等 

 

３ 被害額の算出方法 

  都道府県、市区町村等において調査し、国土交通省水管理・国土保全局に報告された一般資産

水害統計調査等の数値を基に、次の方法により、被害額を算出している。 

 (１)一般資産被害額 

 一般資産水害統計調査の調査結果である浸水深別被害建物棟数等の数値を基に、被害率等の

係数を用いて、次のような計算式により「建物被害額」、「家庭用品被害額」、「事業所資産被害

額」等に分けて算出している。なお、農作物の被害額は、都道府県からの報告額を合計し、算

出している。 

 《 被害額の計算式：例 》 

 ・建物被害額＝浸水深別・勾配別被災建物延床面積×都道府県別家屋１㎡当たり評価額 

×浸水深別・勾配別被害率 

 ・家庭用品被害額＝浸水深別被災世帯数×１世帯当たり家庭用品所有額×浸水深別被害率 

 ・事業所資産被害額＝浸水深別・産業分類別被災事業所従業者数×（産業分類別事業所従業者１

人当たり償却資産評価額×浸水深別償却資産被害率＋産業分類別事業所

従業者１人当たり在庫資産評価額×浸水深別在庫資産被害率）   

(２)公共土木施設被害額 

  公共土木施設水害統計調査の報告額（補助事業及び地方単独事業の災害復旧事業費）の合計

に、直轄事業の災害復旧事業費を加算し、算出している。 

(３)公益事業等被害額 

公益事業等水害統計調査の報告額（物的被害額及び営業停止損失額）を合計し、算出してい

る。営業停止損失額は、営業停止によって生じた売上減少額（水害が発生しなかったとした場

合に通常期待される売上額を基準として算定）を計上しているが、公益事業等によっては、貨

幣換算化が困難であること等の理由により、公益事業等被害額に計上されていない場合があ

る。                         


